経田漁港指定管理者業務仕様書
本仕様書は､経田漁港（以下「漁港」という。）の管理業務を指定管理者が行うに当たり、魚津市が指定管理者に要求する業務内容及びその基準等を示すものである。
第１　総則
漁港の管理業務については、本仕様書に基づいて実施するものとする。
第２　対象施設
指定管理の対象となる漁港の概要については次のとおりである。
	名　　称
	経田漁港

	区　　域
	魚津市東町ほか

	整備目的
	　水産業の健全な発展及びこれによる水産物の供給の安定を図るため、環境との調和に配慮しつつ、漁港漁場整備事業を総合的かつ計画的に推進し、及び漁港の維持管理を適正にし、もつて国民生活の安定及び国民経済の発展に寄与し、あわせて豊かで住みよい漁村の振興に資することを目的とする。

	対象施設

漁港及び漁場の整備等に関する法第39条第５項の規定により市長が指定する区域内に存する施設で占用許可がなされていないものを対象
	外郭施設
	防波堤、防砂堤、波除堤、堤防、護岸

	
	係留施設
	岸壁、物揚場、船揚場、浮桟橋

	
	水域施設
	泊地、航路

	
	漁港施設用地
	道路用地、荷捌所用地、野積場用地、駐車場、漁港管理施設用地（管理事務所含む。）、漁港環境整備施設用地（公衆トイレ含む。）

	
	ボートヤード
	駐艇場、ボート洗浄用水道設備、休憩所シャワー設備


第３　業務の内容
⑴　魚津市漁港管理条例（平成11年魚津市条例第28号。以下「条例」という。）第４条に規定する業務
ア　条例第５条に規定する漁港保全のための監視業務
イ　条例第６条に規定する漁港の区域内の秩序維持のための船舶若しくはいかだ又は車両等への移動指示

ウ　条例第７条に規定する危険物等の制限のための監視及び指導業務

エ　条例第８条に規定する漂流物除去のための指示

オ　条例第９条に規定する陸揚輸送等の区域における利用の調整及び指示

カ　条例第10条及び第20条の規定による届出並びに条例第11条に規定する利用の許可に関する業務

キ　条例第16条の規定による利用料金の徴収に関する業務

ク　ボートヤード及び係留施設の管理業務

⑵　組織・報告業務

ア　組織及び人員配置
イ　事業計画書の作成
ウ　事業報告書の作成
エ　事業評価業務
オ　指定期間終了後の引継ぎ業務
⑶　その他市長が施設の管理上必要と認めた業務

第４　業務の基準
⑴　条例第４条に規定する業務
ア　条例第５条に規定する漁港保全のための監視業務
指定管理者は漁港各施設が健全に保持されることに努め、日々現況の把握を行い、異常時には速やかな対応を行うものとする。

イ　条例第６条に規定する漁港の区域内の秩序維持のための船舶若しくはいかだ又は車両等への移動指示

指定管理者は漁港の区域（漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）第39条第５項の規定により市長が指定する区域）内の秩序の維持に努め、必要時には当該区域内に停係泊する船舶又はいかだ並びに駐停車する車両又は陸置きする船舶に対して移動の指示を行うものとし、円滑な漁港機能の確保に努める。

ウ　条例第７条に規定する危険物等の制限のための監視及び指導業務

指定管理者は漁港利用者や近隣住民の安全・安心を確保するため、入出港する船舶の荷役に対し注意を怠ることなく、危険物を積載する船舶に対しては、市に連絡し指示を仰ぐと伴に、当該船舶への適正な指導を行うものとする。

エ　条例第８条に規定する漂流物除去のための指示

指定管理者は漁港利用が円滑に行われることを確保するため、漁港区域内の水域における漂流物の除去を行うものとし、当該所有者が判明している場合は、物件除去の指示を与える。

オ　条例第９条に規定する陸揚輸送等の区域における利用の調整及び指示

指定管理者は漁港本来の機能が充分に活用されるよう利用の調整を適正に行い、陸揚及び輸送の円滑化を図ると伴に、衛生的な漁港の保持に努めるものとする。

カ　条例第10条及び第20条の規定による届出並びに条例第11条に規定する利用の許可に関する業務

（ア）　漁船の漁港施設利用について
指定管理者は漁業者の漁港利用においても、充分な管理を行うものとし、漁業者自ら漁港の秩序を乱す事の無きよう努めるものとする。

（イ）　条例第11条に係る利用者管理業務について

ａ　漁港施設利用申込み及び許可に関する業務
漁港施設を利用する者は指定管理者の許可を得なければならない。このため、指定管理者はこれら手続きについて、条例及び規則に基づき、不明な点はあらかじめ魚津市と協議して定めるものとする。
ｂ　利用許可の取消しに関する業務
指定管理者は、条例の規定に基づき、漁港施設の利用許可を取り消し、又はその利用を制限することができる。
ｃ　利用者台帳の管理及び業務
指定管理者は、利用者情報について、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）、魚津市個人情報保護法施行条例（平成５年魚津市条例第１号）及び関係例規に基づき適切に管理するものとする。
指定管理者は、利用者情報について、情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の当該個人情報の適切な管理を行うとともに、不都合が生じた場合は、速やかに、その改善が図られるよう適切に対処するものとする。
ｄ　利用促進業務
指定管理者は、漁港施設の能力を最大限発揮するため、ホームページの作成・更新、施設案内パンフレットの作成・配布等を実施し､利用促進に努めるものとする。
ｅ　入出港管理業務
指定管理者は条例に基づく船舶の入出港管理を徹底し、海難事故等へも素早く対処出来るよう漁港を利用する船舶の動行を極力把握するよう努めるものとする。
キ　条例第16条の規定による利用料金の徴収に関する業務
（ア）　利用料金の徴収に関する業務

利用料金の額は条例に規定する額の範囲内で、あらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。
（イ）　利用料金の免除に関する業務
指定管理者は、条例の規定に基づき、利用料金の全部又は一部を免除することができる。このため、指定管理者はこれらの手続きについて、あらかじめ魚津市と協議して定めるものとする。
ク　ボートヤード及び係留施設の管理業務

（ア）　施設管理保守業務の基準
指定管理者は、経田漁港施設及び設備を良好に管理保守し､サービス提供が常に円滑に行われるようにするものとする。
（イ）　魚津市経田漁港施設及び設備の維持管理に関する業務詳細
ａ　船揚場施設管理保守業務
⒜　高圧受電設備（キュービクル）
⒝　電力電灯設備（キュービクル）
⒞　洗浄水道設備
⒟　漁船上下架船台設備（４か所）
⒠　漁船上下架動力設備
⒡　配電盤設備（２か所）
⒢　油圧巻上げ動力設備（大型漁船巻上げ用）
⒣　機械建屋及び作業兼車庫建屋

⒤　高圧水機械建屋（建屋のみ）
⒥　電動巻上げ動力設備（２基）及び建屋
ｂ　ボートヤード施設管理保守業務
⒜　電力電灯設備（船揚場の高圧受電盤内から分岐）

⒝　防犯灯照明設備（６か所）

⒞　洗浄水道設備
⒟　ボート上下架船台設備
⒠　ボート上下架動力設備
⒡　管理事務所建屋

⒢　休憩所シャワー設備
ｃ　係留施設管理保守業務
⒜　長期係留桟橋設備
⒝　一時係留桟橋設備
ｄ　備品設備管理保守業務
⒜　ユニック車両備品
⒝　リフト車両備品及び車庫建屋
⒞　移動用船台備品
⒟　重量ジャッキー及び重量滑車備品

⒠　高圧洗浄機設備（２台）

ｅ　その他施設管理保守業務
⒜　公衆便所設備及び建屋
⑵　組織・報告業務

ア　組織及び人員配置
管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準法等関係法令を遵守し、業務形態にあった適正な人数の職員を配置すること。また、職員の勤務体制は､施設の管理運営に支障がないよう配慮するとともに、利用者の要望に応えられるものにすること。
イ　事業計画書の作成
指定管理者は、毎年度翌年度の管理及び運営に関する事業計画書を作成し､魚津市へ提出すること。
ウ　事業報告書の作成
（ア）　年次報告書
指定管理者は、毎年度終了後、事業報告書を魚津市に提出すること。詳細については、魚津市と指定管理者が締結する協定で定める。
（イ）　月次報告書
指定管理者は、前月分の利用状況等について報告書を作成し､魚津市に提出すること。報告書の詳細は魚津市と指定管理者が締結する協定で定める。
エ　事業評価業務
指定管理者は、利用者アンケート等により利用者等の意見や要望を把握するとともに、意見等を管理及び運営に反映させるよう努めること。なお、利用者アンケート等の結果は前記の事業報告書にまとめ、魚津市に提出すること。
オ　指定期間終了後の引継ぎ業務
（ア）　指定管理者は、指定期間の終了後、次期管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務遂行をできるよう、引継ぎを行うこと。
（イ）　指定期間終了後若しくは指定の取消し等により次期管理者へ業務を引き継ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅延なく提供するものとする。
⑶　その他市長が施設の管理上必要と認めた業務
指定管理者は、管理業務のマンネリ化を防ぐと伴に、魚津市と連絡を取り合い漁港に益すると思われる業務については、積極的に取組むものとする。
第５　リスクの分担
漁港の管理及び運営に関する基本的なリスク分担は次のとおりとし、指定管理者はこれらのリスクに対して、適切な範囲で保険等に加入するものとする。

	リスクの種類
	内　　容
	負担区分

	
	
	魚津市
	指定
管理者

	法令等の変更
	指定管理者自身に影響を及ぼすもの
	
	○

	
	施設の管理運営に影響を及ぼすもの
	○
	

	経費の増大
	物価上昇その他魚津市以外の要因によるもの
	
	○

	
	魚津市の指示に基づく業務内容の変更等
	○
	

	不可抗力
	自然災害等による業務の変更、中止又は延期
	その都度協議

	協定の不履行
	指定管理者の都合によるもの
	
	○

	
	魚津市の都合によるもの
	○
	

	第３者への損害
	業務の執行に伴うもの
	○
	○※

	
	施設及び設備等の瑕疵によるもの
	その都度協議

	施設及び設備等の修繕
	指定管理者が故意又は過失により損傷させたもの
	
	○

	
	経年劣化、構造上の瑕疵等による大規模修繕
	その都度協議

	
	上記以外
	その都度協議

	苦情への対応
	指定管理者が適切に執行すべき業務に関するもの
	
	○

	
	上記以外
	○
	


　※魚津市が賠償した場合、指定管理者に故意又は重大な過失があるときは、求償することができる。
第６　個人情報の取扱い
指定管理者は、業務を処理するため個人情報を取り扱うに当たっては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守するものとする。

第７　暴力団等排除にかかる契約解除について

市と指定管理者が締結する協定には、別記「暴力団等排除に係る契約解除に関する特約条項」を適用するものとする。
第８　指定管理業務期間の前に行う業務
⑴　協定項目についての魚津市との協議
⑵　利用料金等の設定
⑶　業務等に関する各種規程の作成、協議
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